
平成２４年度モニタリングの概要（近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏） 

 

 近畿圏（計画区域：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県） 

「知と文化を誇り力強く躍動する関西」をキーコンセプトとして掲げている計画の実現に向け、「文

化首都圏プロジェクト」として関西が誇る「本物」を国内外へ発信する「はなやか関西～文化首都年

～」の取組を実施する等、地域の多様な個性を活かす取組が前進している。 

 関西が我が国の中核として復興・発展を牽引していくため、関西を取り巻く状況の変化に柔軟に対

応しながら、関係機関において連携・協働をより一層強化し、今後も引き続き本計画に基づく取組を

確実に推進していく。 

 

 中国圏（計画区域：鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県） 

「中山間地域等の振興」など圏域を取り巻く７分野の状況に対し、各指標の推移把握及び全国値や他

圏域との比較による圏域の課題とプロジェクトの整理を行うとともに、３つの将来像を実現するため、

各プロジェクトの推進に向けて着実に取り組んだ。 

また、昨年度の総点検より明らかになった「新たな４つの課題」についてもフォローアップを行い、

災害に強い地域づくりの推進を図るとともに、被災した他圏域を支援する機能を維持するための取組強

化を図っていく。 

圏域を越える共通の課題の解決へ向け、災害対策では四国、九州との連携体制を構築し、観光におい

ては瀬戸内広域連携での施策推進を図っており、他圏域との連携を進めている。 

 

 四国圏（計画区域：徳島県、香川県、愛媛県及び高知県） 

平成 24 年度は、計画推進の中心的な役割を担うプロジェクトチームにおいて、人材育成、森林など

の環境、瀬戸内・お遍路などの観光、防災等、重要な分野において目標実現にむけた取組が進められ

ている。 

 また、平成 23 年 12 月に策定した「四国地震防災基本戦略」については、その着実な推進に向け取

組を実施している。このような四国全体で取り組むべき課題については、地方公共団体、経済団体、

国の地方支分部局等から構成される広域地方計画協議会の枠組みも活用しながら、より連携を強化し、

積極的に関係機関が取り組んでいくことが重要である。  

 

 九州圏（計画区域：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児島県） 

７つの戦略目標を達成するために、多様な主体により、様々な取組が各地で進められている。東ア

ジアからの輸出入額の回復、国際交流人口の増加、中国圏及び近畿圏との鉄道旅客流動の拡大など、

一定の成果がみられる一方で、三大都市圏との貨物流動の落ち込みなどもみられる。 

今後の取組においては、九州が成長する上で不可欠な存在となっているアジア、さらにはよりグロ

ーバルな世界との投資、生産、貿易、訪日外国人（インバウンド）といったあらゆる面での連携を深

化していくことが求められている。 

また、「東日本大震災」や九州北部に甚大な被害をもたらした平成 24 年７月の「梅雨前線豪雨」か

らの速やかな復旧・復興を図るとともに、今後発生が懸念される南海トラフ巨大地震などの広域かつ

大規模な災害に対して、多様な主体による広範な連携・協力のもと、九州圏並びに全国各圏域におけ

る安全・安心の確保を図っていくことが強く求められている。 



近畿圏では、「文化首都圏プロジェクト」として、関西が誇る「本物」を国内外へ発信する「はなやか関西～文化首都

平成24年度広域地方計画の推進状況における注目点【近畿圏】

畿 、 」 、 」
年～」の取組を実施しており、「関西ブランド」の創造により関西の価値や魅力を高め、関西一丸で、日本を先導する
「文化首都圏・関西」の形成を目指している。

平成２４年度は人形浄瑠璃をテーマとし、また、「自立した取組の推進」といった観点から、取組参加団体を公募し、決定された団体が
主体的に取組を実施した主体的に取組を実施した。

画像があらいので、元データを送付ください。



近畿圏では、参考情報として、指標値の他圏域との比較により、近畿圏の強み・弱みを把握する試みを実施している。

平成24年度広域地方計画の推進状況における注目点【近畿圏】

畿 、 考情 、 標 、 畿 強 実

①人口の多さ

(H24)

②合計特殊出生率の高さ

(H23)

⑪高齢者（ 歳 上）人

⑫保育所待機児童数の少なさ

(H24)

関西

中部圏

首都圏

③観光宿泊者数の多さ

(H24)

④常住人口1人当たり

外国人観光宿泊者数の多さ

(H24)

⑩常住人口１人当たり都市公園面積

の多さ

(H23)

⑪高齢者（65歳以上）人口

10万人当たりの介護施設数の多さ

(H23)
○全国8圏域（東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、関西、中国圏、四国

圏、九州圏）を対象に、各指標値（最新値）を比較し、1位～8位の順

位づけをした。

○レーダーチャートの外縁部にあるほど他圏域と比べ強みをもつことを

⑤域内総生産の多さ

(H22)

⑥常住人口１人当たり県民所得

(H22)
⑧空港の取り扱い貨物量の多さ

(H23)

⑨自然災害による被害総額

の少なさ

(H23)

示す。

⑦海上出入貨物量の多さ

(H23)

④常住人口１人当たり

③観光宿泊者数

良好

他圏域と比べ、

弱みだが

変化は良好

他圏域と比べ、

強みがあり

変化も良好 ○各指標値とその変化量を圏域間で比較・順位づけし、指標値の順位

を横軸に 変化量の順位を縦軸に示した

①人口

変
化
量
の
順

④常住人口 人当たり

外国人観光客数

⑦海上出入貨物量

⑪高齢者（65歳以上）

人口10万人当たり介護施設数

⑥常住人口１人当たり

県民所得

良好 を横軸に、変化量の順位を縦軸に示した。

○散布図の右側にあるほど他圏域と比べ強みを持つことを示す。（上

のレーダーチャートの外縁部と同義）

○散布図の上側にあるほど他圏域と比べ より好ましい方向に変化
②合計特殊出生率

⑧空港の取り扱い

貨物量

②合計特殊出生率②合計特殊出生率

順
位

⑤域内総生産

⑨自然災害による

被害総額

②合計特殊出生率

⑫保育所待機児童数

⑩常住人口１人当たり

都市公園面積

低調

他圏域とくらべ、

弱みがあり

他圏域と比べ、

強みだが

○散布図の上側にあるほど他圏域と比べ、より好ましい方向に変化

（全国的に悪化している指標ではその程度が小さい）していることを

示す。

【変化量とは】

各指標の最も古い値（指標の経年デ タのうち 最も古い値）と最新

指標値の順位

貨物量都市公園面積

強み弱み

変化も低調 変化は低調 各指標の最も古い値（指標の経年データのうち、最も古い値）と最新

値の変化量
<変化量の例>
○：最新値が過去の値と比較して改善している指標
●：最新値が過去の値と比較して改善していない指標



平成24年度広域地方計画の推進状況における注目点【中国圏】

中国圏では、東日本大震災を踏まえて昨年度実施した本計画の「総点検」により明らかになった「４つの新たな課、 震 度実 」
題」についても、併せてモニタリングを実施した。
４つの新たな課題である①「災害時における交通機能の確保と連携」、②「津波等に備えた防災地域づくり」、③
「産業を持続するための企業間連携の強化と物流機能の確保」、④「復旧・復興に向けた企業等の力の活用」につ
いてフォローアップを行うことにより、災害に強い地域づくりの推進を図っている。

①本計画の総点検の背景と目的
平成23 年３月の東日本大震災の発生は、東北圏をはじめとして、中国圏においてもサプライチェ

ーンの寸断により企業の生産活動が停滞する等の影響を受けるなど、大規模地震等の災害に対する備
えの重要性を改めて認識させられることとなった

■平成24年度に実施した総点検の概要

■大規模津波防災総合訓練の実施
国土交通省、岡山県、岡山市では、2012 年9 月2 日に計97 機関、約7,000 名が参加した大規模

津波防災総合訓練を実施した。

取組事例の紹介

えの重要性を改めて認識させられることとなった。
その後、国土審議会防災国土づくり委員会において、「災害に強い国土づくりへの提言（以下「提

言」と言う。）」が、平成23 年７月に公表された。「各圏域で災害に強い地域づくりという観点か
らの将来ビジョンの見直しが行われていくことを期待したい。」との提言の趣旨を踏まえ、本計画が
今後発生しうる地震・津波災害等に対して十分な内容となっているかについて、検証を行った。

あわせて、本計画における推進状況の検証を行い、中国圏を取り巻く社会経済情勢の変化を踏まえ
た総点検を行った（図３参照）。

図３.中国圏広域地方計画の総点検の背景

この訓練は、南海トラフを震源とするＭ9.0 の巨大地震により、岡山県内で震度６強を観測、ラ
イフラインの途絶や津波が襲来したとの想定の下、情報収集・提供訓練、避難訓練、救助・救護訓
練、障害物撤去訓練、被災施設応急復旧訓練、緊急物資輸送訓練、地域住民のボランティア活動に
よる各種支援訓練など、地域住民と防災関係団体・機関が協力・連携して実践型の防災訓練を実施
した。

新たな課題
に対応する
事業・取組
に いて

中国圏広域 方 総点検 背景

▲関係機関による災害対応
に関する調整打合せ

▲住民の避難訓練 ▲TEC－FORCE による
被災状況調査について

フォローアッ
プを実施

▲▼事例紹介
取組事例の紹介

■地域建設業BCP 認定制度の実施
東日本大震災を機に、災害時の事業活動に必要な事項として「事業継続計画（BCP）」を定めてお

くことの重要性が改めて認識された。
中国地方整備局では 大規模な災害発生時には 早期に各インフラ機能の回復を図るため 応急

に関する調整打合せ 被災状況調査

②提言を踏まえた検証結果
「提言」を踏まえた検証の結果、中国圏においては、主として次の４つが今後取り組むべき課題と

して明らかになった。

＜新たな課題＞
○災害時における交通機能の確保と連携

毎年度実施するモニタリング
の一環としてフォローアップ

中国地方整備局では、大規模な災害発生時には、早期に各インフラ機能の回復を図るため、応急
復旧作業を担う地域建設業の果たす役割は極めて大きいことから、建設業のBCP 策定を支援してお
り、2012 年度より地域建設業BCP 認定制度を開始し、第1 回審査において76 社を認定した。

○津波等に備えた防災地域づくり
○産業を持続するための企業間連携の強化と物流機能の確保
○復旧・復興に向けた企業等の力の活用

を行い、より一層の災害に強い
地域づくりの推進を図ること
となった

▲BCP 認定制度告知
パンフレット



平成24年度広域地方計画の推進状況における注目点【中国圏】

中国圏では、中国圏を取り巻く状況について、全国共通指標の分類項目（8分野）から、中国圏の計画で位置づけ、 、 標 類項 、
る7分野ごとに指標の再整理を行うとともに、各指標の推移の把握、全国値や他圏域との比較を行うことにより、圏
域概況を把握した上で、課題を整理し、今後の取組の方向性を検討した。

指標から整理された圏域を取

図４。中国圏を取り巻く状況と課題の整理 ※中山間地域について一例として紹介

指標から整理された圏域を取
り巻く状況と課題に対応するプ
ロジェクトを関係図で示した。

中国圏を取り巻く状況〈７分野と指標〉

・産業構造別人口の割合(第1～3 次産業) ・千人当たり貿易額
・経済活動別総生産の割合(第1～3 次産業) ・１人当たり海上出入貨物量
・従業員1 人当たり製造品出荷額等 ・千人当たり空港の貨物取扱量
域内総生産（名目） 1 人当たり空港の乗降客数

〈ものづくり産業等を中心とした圏域の経済的自立基盤の強化〉

中国圏の課題

プロジェクト

プロジェクト１

指標の
分類項目
（８分類）

① 態

・人口 ・中山間地域における
・総人口に占める燃焼新庄（15歳未満）、 人口千人当たりの医師数

生産年齢尋常（15～65歳未満）、 ・人口10万人対医師数

〈中山間地域等の振興〉

中国圏の

・域内総生産（名目） ・1 人当たり空港の乗降客数
・1 人当たり県民所得
・1 人当たり県民所得(山陰・山陽)

中国圏の課題

＜ものづくり産業等を中心とした圏域の経済的自立基盤の強化＞
経済活動別総生産における第2 次産業の比率や従業員1

人当たり製造品出荷額等が高いことから、ものづくり産業の集
積を活かした産業の活性化を図ることが重要である。また、基
礎素材型産業の国際競争力強化を図る上では、バルク貨物輸
送船の大型化等も課題である。

山陽・山陰の所得格差は依然として存在しており、格差是正
に向けた山陰地方の活性化が重要である。

中国圏の千人当たり貿易額は全圏域の中でも高水準にあ
り 拡大する東アジアとの経済交流を図ることが重要である

プロジェクト１
ものづくり産業の再構築・高度化による

競争力強化プロジェクト

プロジェクト２
臨海部産業支援のための

国際物流機能強化プロジェクト

プロジェクト３
日本海沿岸における

北東アジアゲートウェイプロジェクト

①人口動態
②経済・産業
③環境
④観光・歴史

文化

高齢者人口（65歳以上）の割合 ・10万人当たり一般病院数
・農業出荷額
・耕作放棄地率

中国圏の

課 題

耕作放棄地率

り、拡大する東アジアとの経済交流を図ることが重要である。

＜中山間地域等の振興＞
人口は減少傾向である。また、高齢者人口の割合の増加は

全国よりも５年以上早く進行しており、生産年齢人口の減少に
よる活力低下が懸念されることから、少子高齢化への対策が重
要である。特に、中山間地域等における小規模高齢化集落へ
の対応が重要である。

また、人口10 万人当たりの医師数は全国値を上回っている
ものの、中山間地域等に限定すると医師数が全国値を下回っ
ており、都市部との格差の解消が重要である。農業産出額は

プロジェクト４
基幹的交通・情報通信ネットワーク整備

プロジェクト

プロジェクト５
里地・里山・里海における

農林水産業再生プロジェクト

プロジェクト６
地場産業を創出する

地域資源活用プロジェクト

各プロジェクトにおけ
る指標の整理【例】

中国圏の耕作放棄地率は、2010 年は19.5%で、
全国値を約10 ポイント上回っている。
中国圏は2005 年と比較して1.6 ポイント増加
しており、四国圏に次いで高い割合となってい
るとともに、増加が著しい状況である。

ており、都市部との格差の解消が重要である。農業産出額は
全国と比較して低い水準であるとともに、耕作放棄地率も全圏
域の中で高い水準にある。このため、農地の有効活用により農
業生産性を向上させるとともに、都市と中山間地域等がパート
ナーとなり中山間地域等の振興に取り組むことが重要である。

＜環境と産業・生活が調和した地域づくり＞
１人当たり温室効果ガス算定排出量、千人当たりエネルギー

消費量は高い水準にあるため、地球温暖化問題への対応が必
要であり、経済・産業の発展と環境負荷の低減の両立を図る取
組を継続していくことが重要である。
また 他圏域とも共有する瀬戸内海では 赤潮の発生が増

地域資源活用プロジェクト

プロジェクト７
中山間地域・島しょ部における多面的機能
の保全・活用と暮らし安心プロジェクト

プロジェクト８
中国圏の低利用資源を活用した

低炭素・循環型地域づくりプロジェクト

プロジェクト９る指標の整理【例】
→

圏域を取り巻く状況（ 例）

また、他圏域とも共有する瀬戸内海では、赤潮の発生が増
加しており、閉鎖性水域の環境保全への対応が課題である。

プロジェクト９
瀬戸内海の保全・活用プロジェクト

プロジェクトの課題と今後の取組の方向

〈5〉里地・里山・里海における農林水産業再生プロジェクト

「過疎」地域とも言える中国地方の山間地において、里地の資源を
活用し、自然と共に地域で自立して生活するシステムを機能させ、

里山再生を図る取組がされており、里山の価値が見直されている。

圏域を取り巻く状況（一例）
中国圏は、耕地面積に占める中山間地域の割合が高い地形条件の下、他圏域と比較して高齢化が早

く進行し、耕作放棄地率は全国平均の2 倍で、耕地利用率も低いこと等を受け、担い手の育成と農地
の集約等生産基盤の強化が緊急の課題である。また、農山漁村の雇用の確保と所得の向上を図るため、
森林・里山・農地の多面的機能の維持向上を図る取組を推進していくとともに、農山漁村に由来する
地域資源を活用した６次産業化や農商工等連携による農林水産物の加工等を通じた農林水産業の高
付加価値化等の取組を推進する。

課題 今後 組 方



四国圏では、No.1～10の各プロジェクトにおいて、推進状況が目に見え、また他の取組へのインセンティブとなるような

平成24年度広域地方計画の推進状況における注目点【四国圏】

代表的取組として、「リーディングプログラム」を選定し、重点的に取り組んでいる。
このうち、No．7プロジェクトについては、「中山間地域における地域防災力の強化」をリーディングプログラムとして取組
を進めてきたが、取組としては終了している状況であるため、今後は、「かがわ『里海』づくり協議会」が進めている取組
を新たなリーディングプログラムとして位置付け推進していくこととした。

名 称 ： 中山間地域における地域防災力の強化
チーム名： 四国地方整備局
概 要 災害時における初期行動を行うための情報（人材 重

名 称 ： 「里海」づくりの取組
チーム名： かがわ「里海」づくり協議会
概 要 山 川 里（まち） 海を なげる取組みを住民や関係者が

No.7 「中山間地域・島しょ部活性化プロジェクト」 リーディングプログラムの変更

概 要 ： 災害時における初期行動を行うための情報（人材、重
機、資機材、避難場所等）を共有化するとともに、集落
毎の防災力を評価し、保全等を推進する。

概 要 ：山・川・里（まち）・海をつなげる取組みを住民や関係者が
連携・協働のもと総合的に進める。

○これまでの取組状況
「地域防災力 検討を支援する手引き を デ 自治体 提供

○平成２５年度の取組状況
・「地域防災力の検討を支援する手引き」をモデル自治体へ提供。
・「地域防災力（地元企業）活用審査型総合評価方式の試行」 ※を実施。

※「地域防災力（地元企業）活用審査型総合評価方式の試行」
地域に精通した優良な地元企業が施工することで、中山間地域における地域災力の維持・
強化を目指し、元請業者と併せて地元一次下請け企業を評価することにより地元企業の健
全な育成を促進することを目的としたもの

・かがわ「里海」づくり協議会を設置し、里海づくりの方向性を明確にする
ためのビジョン策定・共有化

・山・川・里（まち）・海のそれぞれの地域で環境保全活動に取組む各団体
のネットワーク化

・関係者の協働による海ごみ対策、里山整備の促進、生活排水対策等の

○今後の取組予定
次の6つのポイントを

重点的に実施し、持続
可能な取組みを支える

災害時の初動活動を行うため
の防災リソースマップを作成
（人材、重機・資機材、避難所
等の施設配備の現状把握）

全な育成を促進することを目的としたもの。
実施（変更）

基盤整備を行う。

・推進体制の構築
・理念の共有・取組み
への反映
・意識の醸成

等の施設配備の現状把握）

集落毎防災力ｱｾｽﾒﾝﾄを実施
・各集落の警戒避難体制の強化
・人命保護上重要な施設の保全
防災基幹集落を重点的 保全 ・意識の醸成

・人材育成
・ネットワーク化
・データに基づく順応
的管理

・防災基幹集落を重点的に保全

地域防災力を向上



四国圏では、平成24年度モニタリングにおいては、計画の指針性を一層高めるために、次の改善を実施した。

平成24年度広域地方計画の推進状況における注目点【四国圏】

まず、圏域を取り巻く状況に関しては、指標の追加により充実を図っている。全国共通の指標のほか四国圏独自
の指標も追加して、より的確に状況・課題の把握を行った。
各プロジェクトの進捗状況においては、指標値推移の要因分析を実施し、課題を把握することとした。
また、「プロジェクトの課題と今後の取組の方向」については、PDCA方式の点検結果を用いることにより、マネジメ
ントの強化を図った。

【参考】PDCAの点検結果例

－ ４ －※赤字は過年度から変化がみられた箇所



九州圏では、広域的な交流・連携を推進し、東アジア国際交流軸と広域ブロック連携軸の形成を促進している。

平成24年度広域地方計画の推進状況における注目点【九州圏】

また、東アジアとの交流・連携を支えるゲートウェイ機能の充実・強化や国際物流機能の強化を図っている。

■指標による状況把握と取組内容

＜広域連携プロジェクト １－４＞ 新たな発展を実現する東アジア、広域ブロックとの交流・連携の推進

■指標による状況把握と取組内容
・2012年の「国際空港外国人入国者数」は、世界金融危機前の2007年を超える約65.9万人と過去最高を記録した。
・2012年の本圏域への外国人入国者数及び寄港地上陸は約115万人となり、過去最高を記録した。
・九州各地における国際路線の誘致や国際物流機能の強化などの取組が進められた。

指標「国際空港外国人入国者数」 指標「広域ブロック間貨物流動量（流動図）」指標「外貿コンテナ取扱個数」
過去最高

過去最高
を 録

中部圏
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90万t減
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405.1
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九州圏
近畿圏

中国圏
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九州圏
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中国圏

四国圏

22万t増
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521万t減
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取組名 取組主体

・東アジア地域のＬＣＣ（格安航空会社）の誘致 佐賀県

・福岡空港における国際路線の誘致及び利用促進
・北九州空港の航空貨物拠点化

福岡県、福岡市、
北九州市等

42.5 46.926.9 31.9 31.4
0

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 (年)

中国 台湾 香港 韓国 ASEAN その他のアジア その他の国 合計（人）

出典）「出入国管理統計調査」 総務省

※九州圏内の港湾別外国人入国者数を集計

※2012年は月別推移を合計した速報値であり、国別内訳は不明

提供）九州地方整備局 

※九州圏（下関港含む）における東アジア諸国（韓国、中国、香港、台湾）への貨物量を集計 

※ＴＥＵはコンテナ船の積載能力を示す単位で、１ＴＥＵは、20フィートコンテナ１個分を示す 

0

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 （年度）

0

東アジア航路 その他航路 東アジア航路の割合

福岡 ホノルル線就航 提供）福岡市

・鹿児島空港の南九州のハブ空港へ向けた取組の拡充強化 鹿児島県

・細島港におけるガントリークレーンの増設、コンテナヤードの拡張
・農産物の輸出ルート開発に向けた輸送試験の実施 宮崎県

・伊万里港及び八代港における国際物流ターミナル整備（岸壁改良）
・有明海沿岸道路（大和南ＩＣ～徳益ＩＣ間）の開通
・新若戸道路の開通

九州地方整備局

細島港ｶﾞﾝﾄﾘ ｸﾚ ﾝ2号基竣 式福岡－ホノルル線就航 提供）福岡市

■プロジェクトの課題と今後の方向性
・東アジアとの交流・連携を支えるゲートウェイ機能のより一層の充実・強化を図ることが必要。
・国内の広域ブロック間の貨物流動は、首都圏、中部圏、近畿圏いずれも減少。三大都市圏との貨物流動の活性化が必要。

細島港ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ2号基竣工式 提供）宮崎県


